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建 設 常 任 委 員 協 議 会 記 録

１．会議日時

平成１９年３月１３日（火）　午後２時３０分　開会

　　　　　　　　　　　　　　午後２時５７分　閉会

１．場所

第一委員会室

１．出席委員

委 員 長� 山本靖一 � 副委員長� 木村勝彦 � 委　　員� 原田　平

委　　員� 本保加津枝 � 委　　員� 野原　修 �

１．欠席委員

なし

１．説明のため出席した者

土木下水道部長　山脇　智� 同部次長兼下水道管理課長　宮川茂行

下水道業務課長　石川裕司� 下水道管理課参事　山口　繁� 同課参事　渡場修一

下水道整備課長　渡辺勝彦

１．出席した議会事務局職員

事務局長　岸本文夫� 同局書記　湯原正治

１．案件

・流域下水道の一元化について
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（午後２時３０分　開会）

○山本靖一委員長　ただいまから建設常

任委員協議会を開会します。

　理事者からあいさつを受けます。

　山脇土木下水道部長。

○山脇土木下水道部長　建設常任委員会

終了後、早速、建設常任委員協議会を開

催賜りまして、ありがとうございます。

　本日の案件につきましては、流域下水

道の一元化についてご説明を申し上げる

ものでございます。よろしくお願いを申

し上げ、簡単ではございますが開会にあ

たりましてのご挨拶とさせていただきま

す。

○山本靖一委員長　あいさつが終わりま

した。

　本日の協議会記録署名委員は、本保委

員を指名します。

　それでは、流域下水道の一元化につい

て、説明をお願いします。

　山脇土木下水道部長。

○山脇土木下水道部長　それでは、流域

下水道制度の一元化についてご説明申し

上げます。

　流域下水道制度について、大阪府より

提案がされてから、１年が経過しており

ます。

　昨年９月１１日の当協議会において、

昨年７月２４日の制度検討会の内容をご

説明申し上げましたが、その後の経過に

ついて、本日、ご報告申し上げます。

　まず、資料番号１のＡ３版の「流域下

水道制度の見直し」をご覧願います。

　現行では、大阪府が事業主体としての

建設部門を受け持ち、関係市町で構成し

ております一部事務組合、安威川、淀川

右岸流域下水道組合が施設の維持管理部

門を受け持つという二元化構成を見直し、

大阪府が主体のもと、建設部門と維持管

理部門とを一元化に構成し、組織のスリ

ム化を図り、維持管理経費の縮減を図る

という内容であります。

　次に、今日までの経過についてであり

ますが、平成１８年１月に制度検討会と

して、一元化にした場合の事業運営のあ

り方について、各流域管理者市向けに説

明がございました。

　その後、平成１８年度に幹事会と制度

検討会が開催され、今後のスケジュール、

維持管理経費の縮減効果、プロパー職員

の身分移管、関係市町による府資本費の

一部負担などについて説明がありました。

　その具体な内容でありますが、スケジュー

ルとしましては、平成１８年度、平成１

９年の２か年において関係市町村と協議・

調整し、平成２０年度当初より一元化を

図るというものでございます。

　また、見直し案の後段にあります縮減

効果としましては、１点目として、府と

下水道組合を統合することによる人件費

の縮減、２点目、その他として組合議会

費などの縮減、これにつきましては、組

合議会経費、監査・特別職の報償金など

であります。３点目として、消費税納付

額の縮減、または還付額の増加が挙げら

れております。

　一方、負担増要素として、１点目とし

て、水質分析業務の外注化に伴う委託費

の増加、２点目として、維持管理費に係

る一部府補助金の減、３点目として、府

と市町村の負担の見直しとして、関係市

町村による府資本費の一部負担が挙げら

れております。

　これらを整理した内容で、中央処理区

の初年度においては、約１億１，８００

万円の縮減効果額が見込まれると提示さ

れておりました。

　続きまして、３回目の検討会で配付さ

れました資料をもって、説明させていた

だきます。
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　資料番号３でございますが、大阪府の

説明内容としましては、１ページの会議

次第のとおりでございまして、１点目が、

他流域の状況、６点目にいたりまして、

今後の進め方について、以上の６項目の

説明がございました。

　それでは、資料の２ページ、その次の

３ページの府内各流域下水道組合の状況

でありますが、府内８流域の状況説明が

ありました。

　猪名川流域につきましては、兵庫県と

の共同事業ということで、実質的な協議・

調整には入っていないとのことでありま

す。

　淀川左岸流域・寝屋川北部流域におき

ましては、首長レベルで了解が取れてい

るとされ、次の３ページの寝屋川南部流

域につきましては、首長レベルで方向性

については了解、大和川下流流域では、

制度検討会で協議・調整は終了とされ、

また、南大阪湾岸流域の３流域下水道組

合では、平成２０年４月の一元化に向け

た首長会議の実施時期等は調整中となっ

ております。

　本市が関わっております安威川、淀川

右岸流域は制度検討会で協議・調整中の

状況にありまして、以上が府内８流域の

状況であります。

　資料に記載されておりますように、他

の流域のほとんどの組合議会に対しては、

大阪府より一元化の説明をされており、

府の説明の中では、一方通行の説明で終

わった、反対意見もあったという内容で

ありました。

　このことから、資料番号４の去る１月

３１日に日刊紙に掲載された記事からと

は、具体に他の流域の状況を府から説明

を受けることで、進捗した他の流域状況

への思慮いたしておりましたことが払拭

いたしました。

　安威川、淀川右岸流域下水道組合では、

未だ、大阪府より説明を受ける状況には

至っておりませんが、去る２月２８日に、

安威川、淀川右岸流域下水道組合議会に

おきまして、資料番号２にありますよう

に、関係５市１町より、各１名が意見書

を議員提出議案として提案され、全員賛

成で可決いたしました。

　この意見書につきましては、先週の３

月５日に組合議会議長と提案説明された

木村議員が、大阪府知事、府議会議長、

府議会各会派に、この意見書を提出され

ております。

　次に資料番号３の５ページ、６ページ

をご覧願います。

　制度改革に伴う縮減効果につきまして

は、５ページは安威川、淀川右岸流域下

水道組合、６ページは摂津市となってお

りまして、平成２０年度以降、平成２４

年度までの５か年分の試算提示がなされ、

一元化による人件費の縮減額、消費税の

還付額、府資本費の負担額の説明があり

ました。本市の場合ですと、６ページに

ありますように５年間の累積効果額は約

１億３，３００万円の試算がなされてお

ります。

　次に７ページをご覧願います。

　流域下水道協議会（仮称）の設置・運

営につきましては、案として、流域ごと

に流域下水道協議会を設置し、建設及び

維持管理の円滑な運営に資するとされ、

組織としましては、協議会、幹事会、実

務者会の３部構成とされております。

　また、その構成員につきましては、協

議会では、大阪府都市整備部長・関係市

町村長とし、原則年１回開催するとなっ

ております。

　幹事会では、大阪府都市整備部下水道

課長、大阪府流域下水道事務所長、関係

市町村担当部長で構成し、実務者会では、
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大阪府都市整備部下水道課長、大阪府流

域下水道事務所長、構成市町村下水道担

当課で構成し、幹事会、実務者会とも事

業運営状況を勘案し、必要に応じて開催

するとされております。

　協議・調整事項としまして、建設維持

管理に係わる内容については、今後５年

間の計画を提示の上、決めていくとされ

ております。

　次に８ページをご覧願います。

　組合解散に伴う財産処分、事務承継に

つきましては、公用文書類、未徴収金、

歳計現金など、事務承継の対象となる財

産と公有財産、物品関係、基金、債権、

債務など、財産処分の対象となる財産が

あり、共に大阪府が承継すると提案され

ております。

　次に９ページをご覧願います。

　市町村及び大阪府に身分移管する職員

の退職金相当額の算定につきましては、

案として提案されており、市町村へ身分

移管する職員と大阪府へ身分移管する職

員と多少違いがございます。市町村へ身

分移管する職員の退職金につきましては、

これまで提案されていた内容と今回提案

される内容が変わってきております。

　この今回提案されております内容は、

退職金の計算は、対象給料月額に、退職

理由別の勤続年数支給率を乗じて算出す

ることを基本とされております。

　また、身分移管先の市町村では、当該

職員を定年まで雇用し、定年の場合の退

職金を支給することが想定されるとし、

平成２０年度以降において、身分移管先

の負担が過度にならないよう、定年の場

合で算定する事にしたいと提案されてお

ります。

　退職金相当額の確定時期としましては、

身分移管先の確定を平成１９年夏頃とさ

れ、平成１９年度末退職金相当額を算出

し、大阪府及び関係市町村の負担額を確

定し、平成１９年度中に大阪府と関係市

町村が組合に支出し、１９年度末までに

当該組合から、身分移管先の市町村へ退

職金相当額を支払う流れになります。

　次に１０ページをご覧願います。

　大阪府へ身分移管されます職員の退職

金としましては、平成１９年度末までと

平成２０年度以降の提案となっておりま

す。

　平成１９年度末までは、組合が退職年

度に維持管理経費に算入した上で、予算

化し、府と市町村で負担とされ、平成２

０年度以降は大阪府が退職年度に維持管

理経費に算入の上、予算化され、市町村

は、その維持管理負担金を負担するとさ

れております。

　現行と一元化後の相違としましては、

一元化後は、後段の部分でございますが、

元組合プロパー職員も人事異動が想定さ

れ、維持管理業務に従事した期間のみを

対象とすることになっております。

　勤続期間の考え方でありますが、平成

１９年度までは、元処理区が負担するも

のとし、平成２０年度以降において、流

域下水道の維持管理業務に携わった勤続

年とされ、勤務先の当該処理区、府・市

町村が負担となります。ただし、平成２

０年度以降において、維持管理業務以外

の業務に従事した勤続年数分については、

大阪府が負担すると提案されております。

　次に、戻りますが資料番号３の４ペー

ジをご覧願います。

　今後の進め方でありますが、大阪府と

しては、当初どおり、平成２０年４月よ

り、一元化を実施し、特別会計による組

織で事業展開を考えておられます。

　大阪府案で示された今後の一元化に向

けての取組みとしましては、平成２０年

度当初より一元化に向けた、市町村長会
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議の開催や所用の準備等を示されており

ますが、安威川、淀川右岸流域下水道組

合を構成しております、５市１町、吹田

市、茨木市、高槻市、摂津市、箕面市、

島本町において、今回の提示されました

内容について、更に検討を重ねてまいり、

一元化による負担金の増加が見込まれな

い内容、市民負担の増とならない内容に

努めてまいりたいと考えております。

　以上、流域下水道制度の見直し、一元

化についての説明とさせていただきます。

○山本靖一委員長　説明が終わりました。

　この際、質問がありましたらお受けし

たいと思います。

　野原委員。

○野原委員　ここに意見書として、木村

副委員長が出されてるんですけど、これ

はこういう意見書を十分な話し合いをもっ

て進めることを要望するという形を書か

れておりますんで、これはこれからこの

中の議論をされていくんか、大体こうい

う線で進めていって、当市における負担

増といまの消費税の部分が返ってきてプ

ラスになる部分が多いという形のものだ

けをうけての議論としていくんか、その

辺のところがちょっとわかりません。

　先ほど、２０年度以降の負担ですね、

人件費が関わってくるとか、今後の話し

合いになろうかと思うんですけど、その

辺のことと、新聞報道ではもう平成２０

年から一元化で動き出すというような形

にはあるんですけど、いま他市ですね、

その辺の動きもどうなっているのか、わ

かる範囲で教えていただきたいと思いま

す。

○山本靖一委員長　宮川次長。

○宮川土木下水道部次長　組合議会の方

で提出されました意見書に関しまして、

ここに２点表現されております。

　建設費及び維持管理費を支出する関連

市町の意向が、今後も十分に反映される

こと。制度の見直しによる地域住民及び

職員の負担は避けることとこういう表現

になっております。

　私どもも関連市町を構成する職員の中

で、この一元化が提案されて幹事会も３

回開かれている。そのような中で資料番

号１番のＡ３サイズの用紙、右端で現状

での関係市町の意見という形で表現させ

ていただいております。このような中で

今までいろいろ提案を受けておりますけ

ども、消費税による縮減効果等ついて、

維持管理費用負担金の流域別積算区分に

ついて、資本費の府と市町村の費用負担

区分の見直しについて、組合議会に替わ

る協議会等の組織設置について、流域下

水道への派遣職員の解任時期、これは吹

田市と高槻市が組合の方へ職員を派遣さ

れてるこの方々が帰る時期をもっと明確

にして欲しいとこういう内容でございま

す。組合職員の処遇、それからやはり、

平成２０年度以降に流域下水道維持管理

業務に従事する職員の退職金の考え方、

この辺我々としましても、一元化になる

ことで縮減が図れるということも理解し

ますけれども、市町村にとって今までの

負担増になることは避けてくださいよと

こういうような状況です。

　人件費につきましても、組合職員の関

係で現時点で３８名が組合で従事してお

ります。その内訳ですけれども、府派遣

職員が１名、市町村から派遣されている

職員が８名、プロパー職員が２９名おい

でです。この２９名の構成ですけれども、

５名が事務職、２４名が技術職という状

況になってございます。２９名のうち２

８名は大阪府の方へ身分移管すると。残っ

た事務職の１名、この分につきましては

関係市町のどこかで身分を受けて欲しい

と、こういう話の状況でございます。
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　ですから、いま３８名のうち８名は関

係市町村にお帰りになる。府から派遣さ

れてる１名は当然府の方へお帰りになっ

て、残った２９名のうち１名引いた２８

名が今後の維持管理に従事し、あと大阪

府職員もそこに関わってくるという状況

で全体的に大阪府の方もスリムに持って

いきますよとこういうお話なんで、確か

に人件費の方は縮減されるのかなという

ふうに考えてるところでございます。

　プレスで発表されております各市の動

向といいますか、これは資料の中でお示

ししましたように８流域の状況、首長レ

ベルで合意をされてるところもございま

すし、制度検討会の中で協議・調整が進

んでるところ、あとは首長に対して、そ

の調整といいますか、了解をとる時期を

調整してるというふうな形になっており

ます。

　今回、私どもの聞いている話の中で、

組合議会の方でこの意見書が採択され、

大阪府知事の方へ、あるいは府議会の方

へ提出されたと、こういう流れの中でや

はり他の流域も、府からいただいている

資料ではほぼ合意という状況にあります

けれども、また違った内容で動き出され

るような気配がございます。まだこの内

容につきましては具体には伺ってはおり

ませんけれども、そういうふうな状況で、

一部事務組合を解散するにあたりまして

はいろいろ事務手続きもございますし、

議会での採決もお願いしなければならな

いという点もございます。ですから、い

ま大阪府の方で平成２０年４月という状

況でおっしゃっておりますけれども、こ

の平成１９年度で、この期間で短縮した

形での詰めができるかどうか、この辺が

私どもとしましても、関係市町もいろい

ろ頭を悩ませてる状況でございます。

　今回、２月２３日にこの資料の提供を

受けたわけですけれども、この３月中に

関係市町、５市１町集まらないかと、も

う一度提案されている内容を吟味して、

もう一度大阪府の方へ申し上げなければ

ならない部分、この辺りを整理してです

ね、大阪府との調整も図ってまいりたい

と、こういうふうな状況で連携をとって

いるような状況でございます。

○山本靖一委員長　野原委員。

○野原委員　いま言われた形で、これか

ら十分話し合いをもって、我が市にとっ

て、先ほど言われた負担増にならないよ

うな形、一元化は流れとしてしょうがな

いかと思いますけど、十分な議論してい

ただいて要望していただくことをお願い

して、質問を終わらせていただきます。

○山本靖一委員長　ほかにありませんか。

　木村委員。

○木村委員　いま野原委員の質問があっ

た中で、ちょっと答弁が欠けている部分

があると思うんです。

　各市の状況はどうなってるんかという

ことも聞いておられますし、そういう点

では、我々が意見書をもった日のその午

後の委員会で府議会の中の意見書が出た

ということを踏まえて一元化の問題につ

いて２人の議員が質疑をされたというこ

とも報告を受けてますし、それ以後、高

槻市議会の中でも３人ほどの議員がこの

意見書を踏まえて、一元化の問題につい

て言われたと。また箕面市議会の中でも

大越議員がこの意見書にのっとって、一

元化の問題にふれられた。いろんな動き

が出てきてますし、そういう点では議会

の方でそういう形で動いていきますけれ

どもね、代表質問でも申し上げましたよ

うにこの一元化の問題は我々として何が

何でも反対ということではなしにもっと

もっとやっぱり各自治体なり府民・市民

の理解が得られるような説明責任を果た
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すということが主な目的でして、そうい

う形でいま働きかけをしております。

　例えば、これが一元化されていきます

と特別会計の方にかわっていきますし、

そういう点では数字が隠れていって見え

なくなってくるという可能性もあります

し、今まで組合の方で努力してきた、例

えば、２炉運転を１炉運転にして、いろ

いろコークスや燃料の工夫もしながら経

費の削減を図っていく、そしてまた２炉

運転を１炉運転に切り替える中で脱水ケー

キの問題等についてもセメント工場の方

に引き受けてもらって、その経費の削減

を図ってきた。いろんな努力をしてきて

今日があるわけですから、そういう点で

は分担金の問題にしましても、それから

市町村の分担金がどうなっていくんかと、

一元化されることによって分担金が下が

るんであればいいんやけれども、分担金

も今までであれば組合議会の中で大いに

議論しながら決めていったという経緯も

ありますけれども、一元化された後は協

議会を年に１回程度でやられていって、

その中で分担金も決まっていくという形

になってきますとやっぱり我々議会ある

いは行政が反映されにくいという面もで

てきますし、そういう点では議会だけで

はなしに理事者の方も、私、組合議会で

提案理由の説明をしたときにあえて組合

議会というのは協議会で大体発言をして

本会議では発言をしないということが慣

例的だったんですけれども、そこで協議

会で話をしたんでは、理事者と言います

か各首長、副管理者としておられますし、

そういう人たちにも聞いてもらえないと

いう形で、議長に特にお許しを得て本会

議で意見を述べさせていただいて、その

中でも各首長が管理者、副管理者でいらっ

しゃるんやから、我々議会だけでなしに

行政の方も一定やっぱり大阪府に統一的

にものを言っていく行動を起こしてほし

いということも申し上げておりますし、

そういう点ではぜひ摂津市長も副管理者

で出ておられますし、これからやっぱり

行政としてどういうことをやっていくか

ということを真剣に考えていってもらい

たいなということをこの機会に改めて要

望しておきたいと思います。

○山本靖一委員長　以上で、本協議会を

閉会します。

（午後２時５７分　閉会）

署名する。

建設常任委員長� 山 本 靖 一

建設常任委員 � 本 保 加 津 枝
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